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株主の皆様へ
当社第１２６期の事業報告書をお届けするに際し、株主
各位の平素のご支援、ご愛顧に厚くお礼申しあげます。
当期における経営環境は、設備投資が下げ止まりつつ
あり、アジア向け輸出の一部に回復がありましたが、個
人消費ならびに公共投資が依然として低調に推移し、長
期的なデフレ環境から脱却することができず、厳しい状
況が続きました。
当社は、このような状況のもと、全社一丸となって売
上の確保をはかるとともに、当期を「事業基盤の底固め
の時期」と位置付け、生産性の向上、調達戦略の強化な
どのコストダウンに努めてまいりました。また資産圧縮
によるキャッシュ・フローの改善、製品グループ別競争
力の強化、新事業の育成をはかるため他社との業務提携
に取り組むなど、さまざまな施策を展開してまいりまし
た。
その結果、当期の営業成績は、受注高は前期に比べて
５.３％減少の４３９億円、売上高は同３.５％減少の４４３億
７千万円となりましたが、経常利益は同２０９.７％増加の
１０億７千万円、当期利益は１億６千万円と大幅な増益と
なりました。
これらにより、利益配当金につきましては、１株当た
り３円とさせていただきました。
連結業績は、売上高は前期に比べて５.０％減少の５５３

億円となりましたが、経常利益は同４４.７％増加の１７億
９千万円、当期利益は３億２千万円となりました。
今後の見通しにつきましては、米国をはじめとした世
界経済の先行きに不透明感が増し、国内景気も依然とし
て低迷しており、当社を取り巻く環境は引き続き厳しい
状況で推移するものと思われます。
この状況下当社は、さらなる企業価値の増大、長期的
な発展をはかるためには、帝人製機株式会社との経営統
合が極めて有効な手段であると判断し、昨年１１月に両社
共同で株式移転による完全親会社を設立することを基本
合意しました。その後、経営統合に向けた諸条件の検討
を両社間で精力的に重ねてまいりました結果、本年３月
に経営統合に関する契約を締結いたしました。
本経営統合を株主総会にお諮りし、株主の皆様のご承
認を得ましたので、当社は、本年９月末に帝人製機株式
会社と共同で純粋持株会社「ナブテスコ株式会社」を設
立し、概ね１年後を目途に事業持株会社化する予定であ
ります。
持株会社「ナブテスコ株式会社」を頂点としたナブテ
スコグループは、両社の優秀なコア技術である「モー
ションコントロール技術」ならびに「制御システム技術」
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の融合、環境変化に迅速に対応する経営組織の構築、経
営資源の効率的運用により、①世界トップの空・陸・海
におけるモーションコントロールシステム機器メーカー、
②グローバルに活躍する高収益企業グループ、③高度な
専門技術者集団による世界をリードする技術開発、④資
本市場から高い評価を得られる強靱な財務体質の確立を
目指してまいります。
事業持株会社化に伴う事業再編までの間、当社の課題
としましては、引き続き調達戦略の強化によるコストダ
ウン、売上債権の流動化、資産の圧縮などによるキャッ
シュ・フローの改善に努め、有利子負債の削減を推進し
てまいります。また企業体質の強化・顧客満足度の向
上・経営判断の迅速化を目指して推進中の統合経営シス
テム「ＥＲＰ」につきましては、本年度に本格稼動の予
定であります。さらには、本年度に執行役員制度を導入
し、経営戦略意思決定と業務執行機能の分離により、各
事業の責任と権限の明確化および決定と執行の迅速化を
実現し、環境変化に対応できる経営体制を目指してまい
ります。
以上のように、当社は経営統合をはじめとするさまざ
まな課題に取り組み、株主の皆様のご期待に応えるべく
経営努力をしてまいりますので、今後とも一層のご支援、
ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

平成１５年６月

代表取締役社長
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鉄道車両の国内需要が引き

続き低水準で推移するなか

で、ＪＲ向けは、通勤電車向けにブレーキ・ドア装置を

拡販することができましたが、新幹線向けは、新幹線の

製作がピークを過ぎたことなどから売上が減少しました。

一方、私鉄・公営鉄道向けは、首都圏における老朽車両

の代替更新を背景にブレーキ・ドア装置ともに売上を伸

ばすことができました。輸出は、中国天津・武漢向けお

よび台湾向けにブレーキ装置ならびに試験装置、アイル

ランド・エジプト向けにドア装置などを受注いたしまし

た。これらの結果、当事業部全体の受注高は前期に比べ

て９.５％減少の１２９億６千万円、売上高は同３.８％減少

の１２９億８千万円となりました。

トラック・バスなどの商用

車需要は、景気低迷により

低水準で推移してきましたが、ディーゼル車走行規制へ

の対応を契機として、新車需要が上昇に転じ、ウェッジ

ブレーキ用チャンバーをはじめエアブレーキ装置が順調

に売上を伸ばしました。また新商品の乗員検知着座セン

サーは、韓国の自動車メーカー向けに売上が増加しまし

た。しかしながら昨年４月に商用車用ＡＢＳ事業を営業

譲渡した影響から、当事業部の受注高は前期に比べて

０.５％増加の１０１億３千万円、売上高は同１.５％減少の

１００億５千万円となりました。

国内建設機械需要が落ち込

むなかで、中国市場を中心

に輸出が拡大し、走行ユニットが大幅な売上増となりま

した。またミニショベル専用バルブが小型ショベルや農

業機械用に拡販することができたことから、油圧機器全

体では売上増となりました。しかしながら、舶用エン

ジン制御システムについて、韓国向けは売上が増加した

ものの、国内向けが減少したことから、全体では売上減

事業のあらまし（１）
〔車両事業部〕

〔自動車事業部〕

〔機械制御システム事業部〕
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となりました。機関室での火災における初期消火に有効

に機能を発揮する新商品「機関室局所用消火装置」は造

船所からの引き合いが多く、順調に売上を伸ばしており

ます。これらの結果、当事業部全体の受注高は前期に比

べて１.８％減少の１０８億円、売上高は同１.６％減少の１０７

億９千万円となりました。

建設投資が引き続き低迷し

厳しい状況となるなかで、

自動ドアの更新需要の掘り起こしに積極的に取り組むと

ともに、首都圏再開発プロジェクトにおける受注活動を

展開しました結果、大型回転ドアが大幅な売上増となり

ました。またゴミ処理場の投入口ドアなどの特殊用途向

け商品が大きく売上に貢献しましたが、香港地下鉄向け

プラットホーム・スクリーンドアの完工により、自動ド

ア全体では売上減となりました。これらの結果、当事業

部全体の受注高は前期に比べて８.４％減少の９９億９千万

円、売上高は同６.９％減少の１０５億３千万円となりまし

た。なお、将来の有力な新商品・新システムとして開発

を進めております業界初の自動ドア遠隔監視システムに

つきましては、販売会社での実用試験を継続して行って

おります。

福祉関連分野では、インテリジェント義足は、フラン

ス、ドイツで政府認可を取得したことなどにより欧州向

け輸出が増加しました。また新たに市場に投入したマイ

コンレス空圧制御の新商品「ＮＫ－１」が売上を伸ばし

ております。介助用電動車椅子「アシストホイール」は、

新モデルのハイパワー型が大手レンタル事業者へ採用さ

れ拡販することができました。また車椅子メーカーに対

して、「アシストユニット」のＯＥＭ供給に成功し、順調

に売上を伸ばしております。

〔建築事業部〕
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事業のあらまし（２）
■部門別受注高および売上高推移

建築事業部 機械制御システム事業部 

自動車事業部 車両事業部 

第
１
２
２
期 

平
成
１１
・
３ 

第
１
２
３
期 

平
成
１２
・
３ 

第
１
２
４
期 

平
成
１３
・
３ 

〔受注高〕　　　（単位　億円） 〔売上高〕　　　（単位　億円） 

第
１
２
5
期 

平
成
１4
・
３ 

第
１
２
6
期 

平
成
15
・
３ 

５５８ 

１０５ 
１５１ 

１９６ 

１０６ 
５４７ 

９７ 
１５３ 

１９６ 

１０１ 

１４３ 

１７０ 

１０２ 

１００ 

５１５ ５２５ 

１５２ 

１７３ 

９７ 

１０３ 

４９０ 

１３６ 

１２８ 

１０６ 

１２０ 
５０３ 

１４５ 

１２７ 

１１８ 

１１３ 

１０１ 

１０９ 

１１０ 

１４３ 
４６３ ４５９ 

１３５ 

１０２ 

１１３ 

１０９ 

１３０ 

１０１ １０８ 

１００ 

４３９ 

１００ 

１３０ 

１０８ 

１０５ 

４４３ 
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トピックス
■経営統合 「ナブテスコグループ」の創設

現在、当社および帝人製機株式会社はそれぞれのコア

事業を一層強化するため、技術開発・合理化・コストダ

ウンのほか事業のグローバル化を推進しつつ、新しいコ

ア事業の創出を目指して挑戦しております。両社は昨年

４月の油圧機器事業の業務提携に続き、両社の製品構造、

コア技術、企業戦略さらには企業文化を相互に認識し合

い、企業価値の増大、長期的な発展を図るためには、経

営統合が極めて有効な手段であるとの認識を共有し、昨

年１１月に基本合意書を締結いたしました。その後、両社

社長をはじめ主要メンバーからなる経営統合準備委員会

を組織し、精力的に検討を重ねてまいりました結果、本

年３月には経営統合に関する正式契約を締結し、本年６

月開催の両社の定時株主総会におきまして、株主の皆様

のご承認を得ております。

統合後は、両社の優秀なコア技術である『モーション

コントロール技術』ならびに『制御システム技術』の融

合、環境変化に迅速に対応する経営組織の構築、経営資

源の効率的運用による、

① 世界トップの『空・陸・海におけるモーション

コントロールシステム機器』メーカー

② グローバルに活躍する高収益企業グループ

③　高度な専門的技術者集団による世界をリードした　

技術開発

④　資本市場からの高い評価を得られる強靭な財務体

質の確立

を目指してまいります。
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■新会社（持株会社）の概要
（1）商 号　ナブテスコ株式会社

（英文名　Nabtesco Corporation）
（2）本店所在地　東京都港区海岸１丁目９番１８号
（3）設立時 期　平成１５年９月３０日
（4）取締役および監査役

代表取締役会長 岩垂重雄（現：㈱ナブコ代表取締役社長）

代表取締役社長 興津　誠（現：帝人製機㈱代表取締役社長）
取 締 役 野依辰彦（現：㈱ナブコ代表取締役専務取締役）
取 締 役 山田義親（現：帝人製機㈱代表取締役専務取締役）

取 締 役 山中盛男（現：帝人製機㈱常務取締役）

取 締 役 佐和　博（現：㈱ナブコ取締役）

取 締 役 本田侑三（現：㈱ナブコ代表取締役専務取締役）

取 締 役 田中　均（現：帝人製機㈱取締役）

取締役（社外） 田　治
取締役（社外） 長島　明
監 査 役 萩原茂明（現：㈱ナブコ監査役）
監 査 役 松田孝介（現：帝人製機㈱監査役）

監査役（社外） 船井孝祐（現：㈱ナブコ監査役）

監査役（社外） 石丸哲也（現：帝人製機㈱監査役）

監査役（社外） 柴山高一（現：公認会計士、税理士）

（5）資本金　１００億円
（6）発行予定株式数　１２６,８０２千株（１単元の株式の数１,０００株）
（7）決算期　３月３１日（第１期は平成１５年９月３０日～１６年３月３１日）
（8）会計監査人　朝日監査法人
（9）上場申請に関する事項

ナブテスコ株式会社は、平成１５年９月３０日に東　
京証券取引所に新規上場を行うことを予定してお　
ります。

（10）経営体制
経営意思決定と業務執行の分離による権限・責任　　
の明確化および決定執行の迅速化を実現するため、
執行役員制度を導入します。

本統合完了後できるだけ早期に事業持株会社に移行しま
す。事業持株会社への移行の基本コンセプトは次のとお
りです。
①　コア事業は、事業持株会社内における社内カンパ　
ニーにより運営する。

②　シナジー効果の大きい事業は、統合する。
③　新事業は、集中効果および統合効果を狙って統括　　
運営組織を設置し、同組織において検討する。

（現：神戸製鋼所顧問役
㈱ナブコ取締役）

（現：帝人㈱代表取締役副社長
帝人製機㈱取締役）
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５０，０００株以上 
２.６２％ 

５，０００株以上 
５.６２％ 

１，０００株未満 
０.６１％ 

証券会社 
０.７０％ その他の法人 

４０.９９％ 外国人 
０.６２％ 

金融機関 
２５.１４％ 

個人･ 
その他 
３２.５５％ 

〔所有数別株数比率〕 

〔所有者別株数比率〕 

１００，０００株以上 
６９.８４％ 

１０，０００株以上 
１０.８０％ 

１，０００株以上 
１０.５１％ 

■株式の異動および株主数
発行済株式の総数 ――――――――――８０，３５３，８１０株
名 義 書 換 件 数 ―――――――――――――――２９７件
名義書換株式数 ――――――――――４，４３２，８０８株
株　　主　　数 ―――――――――――――８，２２５名

■株式の分布状況

２０，０００ 

１５，０００ 

１０，０００ 

 

日経平均株価 

（単位　円） 

２００ 

４００ 

６００ 

１２/４５６７８９１０１１１２１3/１２３４５６７８９１０１１１２１４/１２３４５６７８９１０１１１２１５/１２３ 
 

株式の概況 （平成１５年３月３１日現在）

■株価

当社の株価は東京証券取引所における月別の高値･安値を表示しております。
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決算

科　　　　目 金 額 科　　　　目 金 額 

資　産　合　計 負債及び資本合計 

（資産の部） （負債の部） 
百万円 百万円 

流 動 資 産 
　現 金 預 金 
　受 取 手 形 
　売　掛　金 
　製 　 　 品 
　半　製　品 
　材 　 　 料 
　仕　掛　品 
　貯　蔵　品 
　前　渡　金 
　前 払 費 用 
　繰延税金資産 
　買取営業債権 
　その他の流動資産 
　貸倒引当金 

固 定 資 産 
　有形固定資産 
　建 　 　 物 
　構　築　物 
　機 械 装 置 
　車両運搬具 
　工具器具備品 
　土 　 　 地 
　建設仮勘定 

 
無形固定資産 
　特 許 権 等 
　ソフトウェア 
　その他の無形固定資産 

投　資　等 
　投資有価証券 
　子会社株式 
　出　資　金 
　長期貸付金 
　繰延税金資産 
　その他の投資等 
　貸倒引当金  

流 動 負 債 
　支 払 手 形 
　買　掛　金 
　短期借入金 
　未　払　金 
　未 払 費 用 
　未払法人税等 
　前　受　金 
　預　り　金 
　前 受 収 益  
  賞 与引当金 
　設備支払手形 
　その他の流動負債 
 
固 定 負 債 
　長期借入金 
　退職給付引当金 
　役員退職慰労引当金 
　その他の固定負債 
 負 債 合 計  
 
（資本の部） 
 
資　本　金 
 
資本剰余金 
　資本準備金 
 
利益剰余金 
　利益準備金 
　  任 意積立金  
 固定資産圧縮積立金 
 別途積立金 
　当期未処理損失 
　（うち当期利益） 
 
株式等評価差額金 
 
自 己 株 式  

 資 本 合 計  

 

 

 
 

 

 
 

２９，８７１ 
２，６２４ 
４，３３２ 
１６，３４７ 
７７７ 
３１５ 
７２４ 
２，４１７ 
２３ 
１０２ 
　１８５ 
４２６ 
９９７ 
６３５ 
△　 ３７ 

 
２９，６５９ 
１９，０９７ 
８，０４９ 
４１１ 
３，１２７ 
１７ 

１，０４７ 
６，３０２ 
１４２ 
 

７４９ 
１０１ 
６２２ 
２６ 
 

９，８１２ 
３，２０５ 
１，４６２ 
３８ 

１,０４５ 
３，３６３ 
７２８ 
△   ３０ 

 
 

５９,５３０ 

 

１５，６３７ 
１，７１５ 
７，５１０ 
３，９２０ 
７５８ 
５１６ 
２０ 
５３０ 
６３ 
１１ 
５５３ 
３８ 
０ 
 

２２，９２９ 
１６，８７５ 
５，６２０ 
２９１ 
１４２ 

３８，５６７ 
 
 
 

８，６０２ 
 

６，３１８ 
６，３１８ 

 
５,７６４ 
１，１０７ 
６，７４２ 
２，６８７ 
４，０５５ 
２，０８６ 
（１６７） 

 
２９０ 
 

△   １２ 
２０,９６３ 

 
５９，５３０ 

（平成１５年３月３１日現在） ■貸借対照表 
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円 

■利益処分 

 当 期 未 処 理 損 失  
固定資産圧縮積立金取崩額 
別 途 積 立 金 取 崩 額  

計 
これをつぎのとおり処分します。 
利 益 配 当 金  

（１株につき３円） 

次 期 繰 越 利 益  

２,０８６,１９４,２２４ 
８３,８５３,７９５ 

３,０００,０００,０００ 
９９７,６５９,５７１ 

 
２４０,７２８,１６６ 

７５６,９３１,４０５ 

科　　　　　目 金　　　　　額 
百万円 百万円 

（経常損益の部） 
営 業 損 益 の 部 
営　業　収　益 
　売　　　上　　　高 
営　業　費　用 
　売　　上　　原　　価 
　販売費及び一般管理費 
営　業　利　益 
営 業 外 損 益 の 部 
営 業 外 収 益 
　受取利息及び配当金 
　その他の営業外収益 
営 業 外 費 用 
　支　　払　　利　　息 
　その他の営業外費用 
経　常　利　益 

（特別損益の部） 
特　別　利　益 
　固 定 資 産 売 却 益  
　投資有価証券売却益  
特　別　損　失 
　投資有価証券評価損  
　補 償 履 行 等 費 用  
　ゴルフ会員権等評価損 
税 引 前 当 期 利 益  
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 
当 　 期 　 利 　 益  
前　期　繰　越　損　失 

当 期 未 処 理 損 失  

４４，３７５ 
 

３８，０３４ 
５，０６３ 
　 

　　 
　 
２０８ 
５７７ 
 

４２５ 
５６３ 
　 

　　 
　　 
４７９ 
１３６ 
　 
８２９ 
３９３ 
５１ 
　 
２０ 
２２８ 

４４，３７５ 
 
 

４３，０９７ 
１,２７８ 

 
　 
 

７８５ 
 
 

９８８ 
１,０７５ 

 
 
 

６１５ 
　 
 
 

１,２７５ 
４１５ 
　 
２４８ 
１６７ 
２,２５４ 
２,０８６ 

（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） ■損益計算書 
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科　　　　目 金 額 科　　　　目 金 額 

資　産　合　計 

（資産の部） （負債の部） 
百万円 百万円 

■連結貸借対照表 

  

流 動 資 産　 

      現金及び預金 

         受取手形及び売掛金 

  有 価 証 券  

  棚 卸 資 産  

      繰延税金資産 

        その他の流動資産  

   貸倒引当金  

固 定 資 産 

  有形固定資産 

       建物及び構築物 

         機械装置及び運搬具 

        工具器具及び備品 

      土　　　　地 

   建設仮勘定  

  無形固定資産　 

   投資その他の資産 

      投資有価証券 

   出　資　金 

   長期貸付金  

      繰延税金資産 

      その他の投資 

   貸倒引当金　 

３５，７２１ 

４，７０５ 

２２，８９４ 

２９ 

５，７０２ 

５９１ 

１，９５７ 

△  １５９ 

３２，５８４ 

２２，３８２ 

９，４２７ 

３，２３５ 

１，１１１ 

８，４６５ 

１４２ 

８０３ 

９，３９８ 

３，６８４ 

３８ 

６０９ 

３，７５９ 

１，５１４ 

△　２０８ 

６８，３０５ 
負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

（資本の部） 

（少数株主持分） 

流 動 負 債  

         支払手形及び買掛金 

   短 期借入金  

      未払法人税等 

   賞 与引当金  

       工事補償引当金 

      設備支払手形  

        その他の流動負債 

　 
固 定 負 債  

   長 期借入金  

       退職給付引当金 

         役員退職慰労引当金 

        その他の固定負債 

負　債　合　計 

　　少数株主持分 

   資　本　金 

   資本剰余金  

   利益剰余金  

     その他有価証券 
   評価差額金 

      為替換算調整勘定 

 自 己 株 式 

１８，２８５ 

１０，２３４ 

４，５７２ 

２６４ 

８３８ 

６ 

３８ 

２，３３２ 

２３，９０３ 

１７，２０８ 

６，０５６ 

４３３ 

２０５ 

４２，１８８ 

 

２，０５１ 

 

８，６０２ 

６，３１８ 

８，８９０ 

２８６ 

△　  ２０ 

△　  １２ 

２４，０６４ 

６８，３０５ 

 

 

資　本　合　計 

 

 

 

（平成１５年３月３１日現在） 
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科　　　　　目 金　　　　　額 
百万円 

■連結損益計算書 

 

売　　　　  上　　　　  高 

売　　  上　　  原　　  価 

売　  上　  総　  利 　 益 

販売費及び一般管理費  

　 販　　　 売　　　 費 

　 一　般　管　理　費  

営　　業　　利　　益  

営 　 業 　 外 　 収 　 益  

　受　　取　　利　　息 

　受　取　配　当　金  

　賃　　　貸　　　料  

　　特 許 権 使 用 料 等 

　　そ の 他 の 営 業 外 収 益 

 営 　 業 　 外 　 費 　 用  

　支　　払　　利　　息 

　為　　替　　差　　損 

        　  そ の 他 の 営 業 外 費 用 

経　　常　　利　　益  

特　　別　　利　　益  

　 固  定  資  産  売  却  益 

　 投資有価証券売却益  

特　　別　　損　　失  

　 投資有価証券評価損  

　補  償  履  行  等  費  用 

　 営　業　権　評　価　損 

　 ゴルフ会員権等評価損 

税金等調整前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

少　数　株　主　利　益 

当　 期　 純　 利　 益 

５５，３０３ 

４４，２４５ 

１１，０５７ 

８，８７３ 

４，９８９ 

３，８８３ 

２，１８３ 

６３８ 

２０ 

４５ 

３６６ 

４１ 

１６４ 

　１,０２７ 

４４８ 

１８４ 

３９４ 

１，７９３ 

８６２ 

７２６ 

１３６ 

１,５５４ 

８４６ 

３９３ 

２４２ 

７１ 

１,１０２ 

４７９ 

１８８ 

１１１ 

３２２ 

（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） 
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当社のあらまし（平成１５年３月３１日現在）

■概　要
設　　　　　立 大正１４年３月
資　　本　　金 ８，６０２，９７２，２８８円
営　業　品　目

車両事業部　 鉄道車両用ブレーキ装置

鉄道車両用自動扉装置

自動車事業部　　自動車用エアブレーキ装置

機械制御システム事業部 油圧機器

舶用主推進機制御装置

建築事業部　　建物用自動扉装置

立体駐車装置

株　　主　　名 持 株 数  議決権比率 

２７，５１８ 
３，９５８ 
３，０９２ 
２，５６３ 
２，４８９ 
１，８４６ 
１，３８０ 
１，２９８ 
１，２００ 

１，１０５ 

３４．７４ 
５．００ 
３．９０ 
３．２４ 
３．１４ 
２．３３ 
１．７４ 
１．６４ 
１．５１ 

１．３９ 

㈱ 神 戸 製 鋼 所  
㈱みずほコーポレート銀行 
ナ ブ コ 従 業 員 持 株 会  
日 本 生 命 保 険 　  
中 央 三 井 信 託 銀 行 ㈱  
㈱ 三 井 住 友 銀 行  
住 友 生 命 保 険 　  
ナブコ共栄会財形部会 
三井住友海上火災保険㈱ 
日本マスタートラスト信託銀行㈱ 

（信託口） 
　 

千株 ％ 

■大株主 

■従業員 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

男　性 

女　性 

合　計 

１，０３０名 

１４４名 

１，１７４名 

△   ４９名 

△     ２名 

△  ５１名 

４１.０歳 

３９.１歳 

４０.８歳 

１８.１年 

１３.０年 

１７.５年 

（注）従業員数には、出向者２３１名は含んでおりません。　　　 
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■取締役および監査役（平成１５年３月３１日現在）

決　　算　　期 ３月３１日
定時株主総会
開　催　時　期 ６月下旬

基　　準　　日
定時株主総会 ３月３１日
利益配当金 ３月３１日
中間配当金 ９月３０日
（その他必要があるときはあらかじめ公告します）
公告掲載新聞 日本経済新聞および神戸新聞
貸借対照表および
損益計算書掲載の http://www.nabco.co.jp
ホームページアドレス
１単元の株式の数 １，０００株
名義書換代理人 東京都港区芝三丁目３３番１号

中央三井信託銀行株式会社
同事務取扱場所 〒５４１‐００４１

大阪市中央区北浜二丁目２番２１号
中央三井信託銀行株式会社大阪支店証券代行部
電話 代表 大阪（０６）６２０２‐７３６１

同　取　次　所 中央三井信託銀行株式会社
本店および全国各支店
日本証券代行株式会社
本店および全国各支店

お　知　ら　せ ①平成１５年４月１日施行の商法改正　
により、「株券失効制度」がス
タートし、株券を喪失された場合
の手続が従来の公示催告・除権　
判決に基づく再発行手続より簡
便となりました。詳細は名義書　　
換代理人にご照会ください。
②住所変更、単元未満株式買取請　　
求、名義書換請求および配当金　　
振込指定に必要な各用紙のご請　　
求は、名義書換代理人のフリー　　
ダイヤル０１２０－８７－２０３１で　　
２４時間受付しております。

株　主　メ　モ

取締役社長（代表取締役）　　　  　　　岩　垂　重　雄 
専務取締役（代表取締役）　　　  　　　野　依　辰　彦 
専務取締役（代表取締役）　　　  　　　本　田　侑　三 
常務取締役　　　　　　　　　  　　　生　田　満　穂 
常務取締役　　　　　　　　　  　　　大　下　邦　男 
常務取締役　　　　　　　　　  　　　麻　生　輝　清 
常務取締役　　　　　　　　　  　　　秋　山　晋　一 
取　締　役　　　　　　　　　  　　　高　木　　　信 
取　締　役　　　　　　　　　  　　　吉　田　興四郎 
取　締　役　　　　　　　　　  　　　川　西　正　則 
取　締　役　　　　　　　　　  　　　阿　部　　　裕 
取　締　役　　　　　　　　　  　　　牧　村　昌太郎 
取　締　役　　　　　　　　　  　　　佐　和　　　博 
取　締　役　　　　　　　　　  　　　　    田　　　治 
常任監査役（常勤）　　　　　　　　　　萩　原　茂　明 
監　査　役（常勤）　　　　　　　　　　船　井　孝　祐 
監　査　役　　　　　　　　　 　　　 池　田　英　美 
監　査　役　　　　　　　　　  　　　今　井　一　雅 
（注）  取締役のうち　田治氏は商法第１８８条第２項第７号ノ２ 
　　　  に定める社外取締役であります。監査役のうち船井孝祐、 
　　　  池田英美、今井一雅の３氏は株式会社の監査等に関する 
　　　 商法の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監 
　　　  査役であります。 
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本社・総合技術ｾﾝﾀｰ―〒６５１‐２２７１ 神戸市西区高塚台７丁目３番地の３

東京支社――――――〒１０５‐００２２ 東京都港区海岸１丁目９番１８号

名古屋営業所――――〒４５０‐０００２ 名古屋市中村区名駅４丁目６番１８号名古屋ビル

札幌営業所―――――〒０６０‐００６１ 札幌市中央区南一条西５丁目愛生館ビル

北九州営業所――――〒８０２‐０００２ 北九州市小倉北区京町３丁目１４番１７号五十鈴ビル

神戸工場――――――〒６５１‐２２７１ 神戸市西区高塚台７丁目３番地の３

山形工場――――――〒９９５‐０００４ 山形県村山市金谷５番地の１

西神工場――――――〒６５１‐２４１３ 神戸市西区福吉台１丁目１６１７番１

甲南工場――――――〒６５８‐００２４ 神戸市東灘区魚崎浜町３５
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